
北区多文化共生推進検討会（第 5 回）会議次第 

 

日時：令和 6 年 10 月 2 日（水）午後 4 時  

場所：岸町ふれあい館 3 階 第 5 集会室  

 

 

 

１ 開  会 

・ 会長挨拶 

 

 

 

 

２ 議  題 

（１）北区多文化共生指針改訂（案）中間のまとめについて      資料１ 

   ① 多文化共生を推進するために 

     基本理念（目指すべき姿）/ 基本目標 / 施策の方向・体系図 

     / 推進体制 

   ② 重点施策 

     基本目標 1 / 基本目標 2 / 基本目標 3 / 基本目標 4 

 

 

 

３ 閉  会 

 

 

 

 

                                       

  資料１ 北区多文化共生指針改訂（案）中間のまとめ 

  参考資料１ 前回の検討会からの変更点 

  参考資料２ 基本理念・基本目標 議論の経過と修正案について 



 

 

 

北区多文化共生指針 
改訂（案）中間のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
令和 6 年（2024 年）10 月時点 

  

資料１
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第 1 章 北区多文化共生指針の改訂にあたって 
 

１．改訂の背景 

 令和6年（2024年）9月1日現在、北区における外国籍区民の人口ははじめて3万人を超え、

総人口に対する外国籍人口の割合は、8.3％に達しました。国籍も 100 を超えるなど多岐にわた

っており、国籍や民族などの異なる人々が隣り合って生活しているのが当たり前となっています。 

区では、平成 30 年（2018 年）7 月に「北区多文化共生指針」を策定し、「日本人と外国人が

地域で相互理解を深め、ともに安心して心豊かに暮らせるまち 北区」を基本理念として定め、

多文化共生社会の実現に向けて、全庁をあげてさまざまな取組を進めてきました。しかし、指針

の策定後、外国籍人口の増加・多国籍化が進む中で、地域の中では言葉や習慣、宗教などの違い

から今もなおさまざまな課題が生じています。また、デジタル化の進展、災害の激甚化、アフタ

ーコロナなど、社会を取り巻く環境の変化に適時適切に対応するため、これまで以上に多様性・

包摂性のあるまちづくりが求められています。 

こうした状況を踏まえ、現在の取組の評価や課題を整理するとともに、多文化共生施策のさら

なる充実を目指して、指針の改訂を行うこととしました。 

 

 

 

 

  

【ポイント】社会情勢の主な変化 

・ 外国籍人口の増加・国籍の多様化 

・ 多様性（ダイバーシティ）のある社会実現の動き 

・ デジタル化の進展 

・ アフターコロナを踏まえた生活様式・コミュニティ意識の変化 
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２．多文化共生指針の位置付け 

 本指針は、北区基本構想（令和 5 年（2023 年）10 月策定）に基づき、北区基本計画 2024

（令和 6 年（2024 年）3 月策定）をはじめとする区の関連計画、国のプランや都の指針などと

の整合を図りながら、北区国際化推進ビジョン（平成 16 年（2004 年）6 月策定）と同様に、北

区における多文化共生の推進のための基本的な取組を示す指針として位置づけます。 

 

《イメージ図》 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．指針の期間 

 本指針の期間は、令和 7（2025）年度から概ね 10 年間とします。 

 なお、社会情勢や進捗状況などに基づき、必要に応じて指針の見直しを行うなど、柔軟に対応

していきます。  

《 国 》 
地域における多文化共生推進プラン 
《 東京都 》 
東京都多文化共生推進指針 

北区多文化共生指針 

北区基本構想 

北区基本計画 2024 

北区中期計画 

北区国際化推進
ビジョン 

《 北区関連計画 》 
北区地域防災計画 
北区地域保健福祉計画 
北区都市計画マスタープラン 
北区住宅マスタープラン 
北区教育ビジョン 
北区男女共同参画行動計画 

ほか 
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第 2 章 多文化共生をめぐる現状と課題 
 

１．国の動向 

（１）外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ 

 政府は、令和 4 年（2022 年）6 月、日本が目指すべき外国人との共生社会のビジョン、そし

て、その実現に向けて取り組むべき中長期的な課題・具体的施策を示すために、「外国人との共

生社会の実現に向けたロードマップ」を制定しました。 

 

●「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）「地域における多文化共生推進プラン」の改訂 

 国は、国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的差異を認め合い、対等な関係を築こうと

しながら、地域社会の構成員として共に生きていく「多文化共生」の地域づくりを推進してきま

した。 

令和 2 年（2020 年）9 月には、社会経済情勢の変化を踏まえ、「地域における多文化共生推進

プラン」を改訂しました。このプランは、北区を含む地方公共団体における多文化共生の推進に

係る指針の策定に資するために定められているものです。 
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北区の指針改訂にあたっては、同プランの主に①②③を参考としています。 

 

２．東京都の動向 

 東京都は、平成 28 年（2016 年）２月に、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大

会以降も、東京がグローバル都市として持続的に発展するためには、外国籍等都民が日本人都民

と東京で共に活躍していくことが必要不可欠であるという新たな考え方に立った「東京都多文化

共生推進指針」を策定しました。多文化共生社会を実現するために、行政、東京都国際交流委員

会（後に公益財団法人東京都つながり創生財団へ移管）、区市国際交流協会、支援団体などがそ

れぞれの役割を踏まえ、相互に連携を図ることが必要不可欠であるとしました。 

また、指針で示された目標達成に向け、多文化共生社会づくりや共助社会づくりを推進する事

業を実施する団体として、令和 2 年（2020 年）10 月 1 日に、公益財団法人東京都つながり創

生財団を設立しました。同財団では、東京都のみならず、区市町村、区市国際交流協会、民間団

体など、多様な主体とのネットワークを構築し、多文化共生社会づくりに向けた取組を推進して

います。 

  

【ポイント】総務省「地域における多文化共生推進プラン」改訂 
① 多様性と包摂性のある社会の実現による「新たな日常」の構築 

－ポストコロナ時代の「新たな日常」、ICT の積極的な活用、日本語教育の推進、
緊急時情報発信・相談対応体制の整備 

② 外国人住民による地域の活性化やグローバル化への貢献 
－地域の魅力発信、留学生の地域における就職促進 

③ 地域社会への外国人住民の積極的な参画と多様な担い手の確保 
－外国籍住民の主体的な自治会活動・防災活動・他の外国人支援などの担い手と
なる取組を促進 

④ 受入れ環境の整備による都市部に集中しないかたちでの外国人材受入れの実現 
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３．北区の現状 

（１）外国籍区民の人口推移 

・ 北区の外国籍区民の人口は令和 6 年（2024 年）1 月現在で 27,362 人であり、総人口に占め

る外国籍区民の割合は 7.7％といずれも過去最多です。 

・ 北区の外国籍区民の比率（7.7%）は、23 区においては新宿区（12.6％）、豊島区（11.2％）、

荒川区（9.7％）、台東区（8.7％）、港区（8.0％）に続いて高い数字です。 

・ 令和 2 年（2020 年）から令和 4 年（2022 年）は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の

影響により一時的に減少しましたが、その後は増加ペースが早くなっています。 

（各年 1 月 1 日現在） 

 

外国籍人口と割合の推移 
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（２）在留資格別の人口 

・ 在留資格別の構成比では「留学」が 22.1％、「永住者」が 22.0％、「技術・人文知識・国際

業務」が 18.3％です。 

・ 令和元年（2019 年）に比べ増加率が最も大きいのは「特定活動」（82％）で、「技術・人文

知識・国際業務」（62％）、「永住者」（30％）と続いています。 

・ 全国の統計と比較すると、北区では「技能実習」の割合が少なく、一方で、「留学」、「技

術・人文知識・国際業務」の占める割合が高いことが特徴です 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年 1 月 1 日現在） 

 

在留資格の割合の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2019 年 1 月 1 日現在）         （2024 年 1 月 1 日現在） 
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（３）国籍・地域別の人口 

・ 国籍・地域別に見ると、中国が 13,053 人で全体の 47.7％、韓国が 2,379 人で 8.7％、ベ

トナムが 2,099 人で 7.7％です。 

・ 近年、ミャンマー、ネパール、バングラデシュ国籍の区民が増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年 1 月 1 日現在） 

※韓国については、令和元年（2021 年）の統計までは「韓国・朝鮮」として計上していましたが、令和 2 年（2022 年）の統
計からは「韓国」と「朝鮮」に分けて計上しています。 

※台湾については、令和元年（2021 年）の統計までは「中国」と「台湾」を合わせて「中国」と計上していましたが、令和 2
年（2022 年）の統計からは「台湾」の表記がなされた在留カード等の交付を受けた者を「台湾」に計上しています。 

 

国籍・地域別 人口推移（中国を除く上位の比較） 
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・ 東京都の国籍別割合と比較すると、北区は中国（＋8 ポイント）、ミャンマー（＋3.9 ポイン

ト）、バングラデシュ（＋3.8 ポイント）の国籍の割合が高いです。 

 

北区の国籍・地域別人口割合    東京都の国籍・地域別人口割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）年齢階級別人口 

・ 外国籍区民の年齢構成比は 20 代が 34.8％と最も多く、30 代、40 代の順となっています。

一方で、日本人区民は 40 代に次ぎ、30 代、50 代が多い構成となっています。 

・ 外国籍区民の人口は 20 代及び 30 代で全体の約 60％を占め、若年層の区民が多くなってい

ます。 

・ 総人口で見ると、20 代の約 5 人に 1 人は外国籍区民です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年 1 月 1 日現在） 
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（５）地区別の人口 

・ 地区別にみると、滝野川東地区の外国籍区民人口の割合が 11.6％と高くなっています。次い

で浮間地区（8.5％）、王子西地区（8.4％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 
※浮間地区…浮間の全域 / 赤羽西地区…赤羽北・桐ケ丘・赤羽台・赤羽西・西が丘の全域、上十条・十条仲原・中十条の一部 

/ 赤羽東地区…赤羽・岩淵町・志茂・赤羽南の全域、神谷・東十条の一部 / 王子西地区…岸町・十条台・王子本町の全域、

上十条・十条仲原・中十条・滝野川の一部 / 王子東地区…王子・豊島・堀船の全域、東十条・神谷の一部 / 滝野川西地区…

西ケ原・中里・田端の全域、滝野川・上中里の一部 / 滝野川東地区…栄町、昭和町、東田端、田端新町の全域、上中里の一

部 

 

（６）今後の人口の推計 

・ 令和 3 年（2021 年）10 月にまとめた北区人口推計調査報告書において、外国籍区民人口は

増加を続け、令和 23 年（2041 年）には 31,763 人まで増加すると推計されています。 

・ 令和 6 年（2024 年）9 月時点の実績は 30,049 人（8.3％）であり、推計の増加ペースを大

幅に上回って推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

（令和 3 年（2021 年）10 月北区人口推計調査報告書） 
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４．「北区外国人意識・意向調査」の結果 

令和 5（2023）年度、北区の外国籍区民を対象として、生活の実態や区に対する意見・要望

を把握し、現状の分析や今後の多文化共生の推進に役立てることを目的とした調査を実施しまし

た。以下に、その概要を記載します。 

 

【調査概要】 

○調査地域︓区内全域 

○調査期間︓令和 5 年（2023 年）11 月 6 日〜11 月 30 日 

○調査対象︓北区在住の 18 歳以上の外国人区民 

○回 答 数︓697 件（発送数 2,000 件／有効回収率 34.9％） 

○抽出方法︓住民基本台帳から層化二段無作為抽出 

 

【回答者属性】 

○年齢       ○国籍・出身地   ○日本在住期間   

 

 

 

 

 

 

 

 

  20 代から 30 代で 6 割以上を占める 

  中国がおよそ半数を占める 

  日本での在住期間は「10〜19 年」の割合が最も高く、1 年未満は 1 割に満たない 
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○北区在住期間    ○区内在住地域  ○職業 

 

 

 

 

 

 

  北区での在住期間は「1〜2 年」の割合が最も高く、1 年未満が比較的少ない 

  「赤羽地域」「王子地域」に住んでいる人の割合が比較的高い 

  「会社員」が 5 割を占める 

 

【主な調査結果】 

ことばについて 

○話すことができる言葉   ○どれくらい日本語ができるか 

 

 

 

 

 

 

 

  9 割弱の人は日本語を話せる   「書く」「読む」ができない人が比較的多い 
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暮らしについて 

○北区のどこが良く、どこが悪いと思うか   ○北区で生活していて困ること 

 

 

 

 

 

 

 

 

  「生活の便利さ」に 9 割以上が「良い」と回答    近隣住民とのコミュニケーション

や、友達の少なさなどで困っている 

 

○知りたいことをどうやって調べるか ＜参考︓令和元（2019）年度調査結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  前回に比べて、「SNS」の回答が 67.0 ポイント増加し、１位に 
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○近くに住む人とのトラブルの経験  ○近くに住む人とどんな付き合いがあるか 

 

 

 

 

 

 

 

  部屋からの声や音のトラブルが 1 割   あいさつするだけの人がおよそ 6 割 

 

○地域活動への参加状況      ○今後、地域活動に参加したいと思うか 

 

 

 

 

 

 

 

 

  少しでも地域活動に参加した人は 3 割   7 割以上の人が地域活動に参加したいと思っ

ている 

○地域の人と生活するためにできること   ○日本人にしてほしいこと 

 

 

 

 

 

 

 

  「あいさつなど声をかけ合う」と回答

した人がおよそ 6 割 

  差別をなくすことが求められている 
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○北区が行っている取組への満足度と重要度の相関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  満足度は低いが、重要度は高いものは「通訳など医療支援」など３つ 

 

○北区にしてほしいこと      ○今後も北区に住みたいか 

  

 

 

 

 

 

 

 

  外国籍等区民への差別をなくす必要がある    8 割以上は今後も北区に住みたいと

思っている 
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○北区民意識・意向調査との比較 

 日本人区民と外国人区民の意識・意向の差異を分析するため、「北区民意識・意向調査報告書 

（令和 3 年（2021 年）10 月）」より、本調査と類似する設問の比較を行った。 

※「北区民意識・意向調査」の対象者は、令和 3 年（2021 年） 1 月 1 日現在の北区在住の 18 歳以上の区民（2,000 人を

無作為抽出）である。対象者に外国人区民が含まれているため、分析の際は、日本国籍のみ抽出し、比較を行 った。表中

の「北区民意識・意向調査」の数値は、日本国籍の数値を記載している。 

 

外国人意識・
意向調査 
（ 令 和 5
（2023）年度
実施） 

Q28 
北区で地域の人と生活していくためにあなたは何ができると思いま
すか。 

結果 

「あいさつなど声をかけ合う」が 57.1%と最も高く、「日本語を勉強
す る 」（35.6%）、「 地 域 の 人 と の 交 流 イ ベ ン ト に 参 加 す る 」
（33.4%）と続いている。 

北区民意識・
意向調査 
（ 令 和 3
（2021）年度
実施） 

問 24 
外国人区民と日本人区民がお互いを尊重しながら共存していくた
め、重要な取組みは何だと思いますか。 

結果 

「日本人区民と外国人区民のコミュニケーション機会の拡大」が
31.7％と最も高く、「外国人区民が日本語や日本文化を学ぶ機会の充
実（26.0％）」、「日本人区民が異文化や生活習慣の違いを理解する機
会の充実（23.8％）」と続いている。 

 質問及び選択肢が異なるため厳密には比較できないものの、多文化共生を進めるために重要な

こととしては、外国人区民、日本人区民ともに「コミュニケーション機会の創出」が 1 位、「日

本語の学習」が 2 位になっている。 
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５．北区多文化共生指針（平成 30（2018）年版）の成果検証 

北区は、平成 30 年（2018 年）に「北区多文化共生指針」を策定して以降、北区の目指す多

文化共生社会の実現に向けて、外国籍等区民に寄り添いながら、さまざまな取組を実施してきま

した。取組を進めることで目指すべき姿にどれだけ近づいたかを測る成果の検証として、「北区

外国人意識・意向調査」の前回（令和元（2019）年度）と今回（令和 5（2023）年度）の調査

結果を比較しました。主な検証結果は、以下のとおりです。 

 

  近隣住民とのトラブルの経験 

項目名 
指針策定の翌年の調査 

令和元（2019）年度 

今回調査 

令和 5（2023）年度 

ことばの言い間違い 12.0％ 3.0％ 

部屋からの声や音 9.7％ 11.5％ 

ごみの出し方 4.0％ 5.3％ 

 

  日本人にしてほしいこと 

項目名 
指針策定の翌年の調査 

令和元（2019）年度 

今回調査 

令和 5（2023）年度 

差別をなくしてほしい 40.6％ 40.5％ 

文化や習慣を分かってほしい  25.6％ 15.9％ 

あいさつをしてほしい 17.8％ 28.8％ 

 

【検証結果のポイント】 

 指針策定後に北区日本語教室を開始するなど日本語学習の充実を行った結果、ことばの言い間

違いのトラブルは大きく減少しました。一方で、外国籍区民の人口が増加する中で、部屋からの

声や音、ごみの出し方については、トラブルが増加しています。 

また、さまざまな機会を捉えて異文化の理解や交流の促進を図ってきましたが、「差別をなく

してほしい」「あいさつをしてほしい」と答える外国籍区民の割合は改善されていません。 
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６．北区の課題と今後の展望 

「北区外国人意識・意向調査」（以下「2023 年調査」という。）や関連団体へのアンケート、

多文化共生推進検討会などにおける議論から、以下のような課題が挙げられました。 

 

（１）言語によるコミュニケーション 

 【情報提供の多言語化】 

● 現状の取組 

・ 行政・生活情報、ホームページ、紙媒体、区内の施設の表示などの多言語化を進めて

います。 

・ 外国籍等区民が、母国語で必要な区政情報を取得できるよう、令和 4 年（2022 年）

４月に、公式ホームページの翻訳言語を 108 言語に増やしました。 

・ コロナ禍においては、ワクチン接種のコールセンターを多言語対応とするなど、外国

籍等区民にも配慮した対応を実施しました。 

・ 区職員に対する「やさしい日本語」研修、パンフレットなどのやさしい日本語での作

成を推進しています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

● 今後の展望 

・ 定住する外国籍等区民は今後も増え、多言語化への需要がさらに増えることが見込ま

れます。 

・ 2023 年調査では、話すことができることばは、日本語が 88％、中国語が 54％、英

語が 49％となっていました。引き続き主要な言語を中心とした多言語での情報提供

や「やさしい日本語」の普及が必要です。 

 

⇒  

  

課題１ 多言語・やさしい日本語での対応 
 

【参考】「やさしい日本語」とは 
難しい言葉を言い換えるなど、相手に配慮したわかりやすい日本語のことです。
日本語を勉強中の外国籍等区民をはじめ、高齢者や障害のある人などに、わかり
やすく情報を伝えることを目的としています。 
＜たとえば…＞ 

高台に避難してください ⇒ 高いところに 逃げてください。 
  土足厳禁        ⇒ 靴を 脱いでください。 
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【日本語学習】 

● 現状の取組 

・ 令和 4（2022）年度から、日本語能力が基礎段階である外国籍等区民を対象とした北

区日本語教室を開催し、生活に必要な日本語を学習する機会を提供しています。 

・ 令和 6（2024）年度から、地域の日本語ボランティア教室に対する運営費補助事業を

開始するなど、地域における日本語教育体制の充実を図っています。 

 

● 今後の展望 

・ 2023 年調査では、日本語能力について、「まったくできない」「ほとんどできない」

と答えた人は、「聞く」 15％、「話す」 18％、「読む」 21％、「書く」 27%の割合で

した。 

・ 引き続き北区日本語教室などの取組を進めるとともに、日本語学習支援を実施する団

体との連携、日本語学習支援者の育成など、外国籍等区民が日本語を学びやすい環境

を整備する必要があります。 

 

⇒  

 

 

（２）地域生活での困りごと 

● 現状の取組 

・ ゴミ出し、税、健康保険などの生活情報や防災情報について、多言語及びやさしい日

本語による対応を充実しています。 

・ 防災知識の普及・啓発の取組として、外国籍等区民を対象とした防災講座を開催して

います。 

 

● 今後の展望 

・ 2023 年調査では、2019 年の前回調査よりも、部屋からの騒音、ごみの出し方のトラ

ブルが増加している結果となりました。習慣の違いや生活ルールの理解不足から引き

続きトラブルが生じています。 

・ 外国籍等区民から、「日本の学校制度がわからない」「相談できる場所や人が少ない、

わからない」といった困りごとの声もあがっています。 

・ 区の取組に対する評価では、「通訳など医療支援」「子育て・教育支援」「介護など福

課題２ 日本語学習の充実 
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祉支援」が、今後の重要度は高いものの、現在の満足度が低いという結果が出ていま

す。その原因の一つに、情報不足により支援を十分に受けられないといった課題が生

じている可能性があります。 

・ 2023 年調査では、8 割以上の外国籍区民が知りたいことを SNS で調べていることが

わかりました。 

・ 外国籍等区民が情報を入手しやすくするために、効果的な情報発信のあり方や多言語

による相談支援の充実などを検討する必要があります。 

 

⇒  

 

 

（３）多文化共生に向けた意識啓発 

● 現状の取組 

・ ふるさと北区区民まつりにおいて、「国際ふれあい広場」を設置し、多文化共生の意

識啓発を行っています。 

・ 外国籍等区民に対して、日本文化の体験や異文化交流イベント、外国語と日本語によ

る絵本のおはなし会などを実施しています。 

 

● 今後の展望 

・ 2023 年調査では、2019 年の前回調査と同様に、日本人や北区への要望として「外国

人への差別をなくす」と答えた人が最も多くなっています。また、令和 3（2021）年

度の北区民意識・意向調査においても、区民が最も感じたことのある差別は「国籍」

となっています。 

・ 区民まつり「国際ふれあい広場」をはじめ交流の場を設置し、多文化共生を PR して

いますが、「外国籍等区民と日本人区民の交流が少ない」といった声も挙がっていま

す。 

・ 引き続きイベントなどを通じた交流機会の創出や意識啓発を図り、互いについて知り、

互いを尊重するための地域づくりが重要です。 

 

⇒  

 

 

課題３ 効果的な情報発信 
課題４ 相談支援の充実 

課題５ 異文化理解の推進 
課題６ 交流機会の創出 
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（４）外国籍等区民の地域参画 

● 現状の取組 

・ 町会・自治会への意識啓発と、加入を促進しています。 

・ 区内の大学、外国語学校、支援団体など多様な主体との連携を推進しています。 

 

●今後の展望 

・ 2023 年調査では、地域活動に少しでも参加したことがある外国籍区民はおよそ３割

でした。一方で、これから参加したいと回答した外国籍区民は７割に達しています。

地域活動に対する参加意向は高いものの、情報が少ないことにより、地域活動に参加

しない（できない）外国籍等区民も多いと考えられます。 

・ 若年層の割合が高い外国籍等区民が地域に積極的に参加していくことは、地域の活性

化に加え、地域社会の担い手の確保にもつながります。 

・ 区と外国籍等区民を支援する団体やコミュニティの連携・協働を深め、地域活動の参

画を促すことが求められます。 

 

⇒ 

 

  

課題７ 区・支援団体・コミュニティの連携・協働の促進 
課題８ 地域活動の参画促進 
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第 3 章 多文化共生を推進するために 

 

１．基本理念（目指すべき姿） 

平成 30 年（2018 年）に策定した北区多文化共生指針では、「日本人と外国人が地域で相互理

解を深め、ともに安心して心豊かに暮らせるまち 北区」を基本理念に掲げました。これからも

この基本理念に込めた想いを継承し、北区における多文化共生社会の実現に向けた取組を進めて

いきます。 

 

一方、北区の最上位の指針である「北区基本構想」が、令和 5 年（2023 年）10 月に新たに策

定され、区政を進めるにあたっての理念の一つとして、「平和と人権・多様性を尊重するまちづ

くり」が定められました。この基本理念に基づく北区を創り上げるためには、国籍や文化にかか

わらず、さまざまな個性が尊重され、いかなる差別を受けることなく、だれもが持てる能力を十

分に発揮できる環境を整備することが必要です。 

 

このような想いから、新しい北区多文化共生指針においては、 

 

 

 

 

 

 をわたしたちの望みとして、基本理念に掲げます。 

 

 この基本理念は、国籍や文化にかかわらず、だれもが互いの個性を尊重し合い、地域の一員と

して、自分らしく活躍できる地域社会をつくることを目指したものです。 

 

【変更のポイント】 

 ・ 「日本人」と「外国人」という呼称の区別をなくし、主語を「だれもが」とすることで、国

籍・文化などの背景にかかわらず、北区に住むすべての区民が本指針の当事者である、とい

う点をより印象づけること 

 ・共生をさらに推進するために、「相互理解」から「個性の尊重」へ考え方を発展させる必要

があること 

 ・だれもが地域の一員として活躍できるというメッセージを表現すること 

一人ひとりの個性を尊重し合い、 
だれもが地域の一員として活躍できる 

多文化共生のまち 北区 

基本理念の変更 
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２．基本目標 

基本理念（目指すべき姿）の達成に向けて、第２章の「北区の課題と今後の展望」に基づき、

「機会づくり」「環境づくり」「関係づくり」「場づくり」の 4 つの柱を基本目標に掲げました。 

 
【指針の全体像】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
１ 多言語・やさしい日本語での

対応 
２ 日本語学習の充実 
 
 
３ 効果的な情報発信 
４ 相談支援の充実 
 
 
５ 異文化理解の推進 
６ 交流機会の創出 
 
 
７ 区・支援団体・コミュニティ

の連携・協働の促進 
８ 地域活動の参画促進 

１ 円滑で豊かなコミュニケーシ
ョンのための機会づくり 

２ ともに安心して暮らせる 
環境づくり 

３ 互いの個性を尊重し、活かす
関係づくり 

４ 地域の一員として活躍できる
場づくり 

課題 基本目標 

目
指
す
べ
き
姿
の
実
現
へ 

コミュニケーション支援 

地域生活支援 

意識啓発 

地域参画の促進 
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３．施策の方向・体系図 

課題（施策の方向）から、重点施策（推進内容）を見出し、体系化しました。 

基本理念 

（目指すべき姿） 
基本目標 

課題 

（施策の方向） 

重点施策 

（推進内容） 

一人ひとりの個性

を尊重し合い、 

だ れ も が 地 域 の 

一員として活躍で

きる多文化共生の

まち 北区 

１ 

円滑で豊かなコ

ミュニケーショ

ンのための機会

づくり 

（１） 

多言語・やさしい

日本語での対応 

①多言語によるコミュニケーシ

ョン支援 

②やさしい日本語の活用の促進 

③行政・生活情報の多言語化 

（２） 

日本語学習の充実 

①地域日本語教育の充実 

②外国人児童・生徒への学習支

援の充実 

２ 

ともに安心して

暮らせる環境づ

くり 

（１） 

効果的な情報発信 

①ＳＮＳの積極的な活用 

②地域の実情に応じた情報提供

の実施 

（２） 

相談支援の充実 

①生活情報等の充実 

②相談体制の整備 

３ 

互いの個性を尊

重し、活かす関

係づくり 

（１） 

異文化理解の推進 

①異文化理解・多文化教育の促

進 

（２） 

交流機会の創出 

①多文化共生をテーマにした交

流イベントの開催 

②多文化共生関連イベントへの

支援 

４ 

地域の一員とし

て活躍できる場

づくり 

（１） 

区・支援団体・コ

ミ ュ ニ テ ィ の 連

携・協働の促進 

①多様な主体との連携・協働の

促進 

②国際交流協力ボランティアの

活用 

（２） 

地域活動の参画促

進 

①地域社会の担い手としての参

画の促進 

②多様な主体との連携・協働の

促進（再掲） 
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４．推進体制 

 区では、本指針における各施策を効果的に実施していくために、以下の体制により取組を推進

していきます。 

 

（１）推進体制 

庁内の推進機関として、平成 30 年（2018 年）9 月に、北区長を長とする「多文化共生推進本

部」を設置しました。この本部において、引き続き多文化共生指針の進捗管理を行うこととし、

指針の実効性を担保していきます。 

また、この本部のもとに、平成 31 年（2019 年）2 月に、本指針をマスタープランとし、3 か

年における個別事業を示すアクションプランである「多文化共生行動計画」を策定しました。現

在、3 年ごとに必要な見直しを行い、全庁をあげて、各部署が計画に基づいた事業を推進してい

ます。 

今後、外国籍等人口が増加していくと予測される中で、専管組織の設置を含めた多文化共生の

推進体制のあり方については、区において引き続き検討していく必要があります。 

 

（２）支援団体・コミュニティなどとの連携・協働の推進 

 多文化共生の課題はさまざまな分野にわたるものであり、地域の課題解決にあたっては、区民

をはじめ、NPO・支援団体、コミュニティ、大学、企業など、多様な主体との連携や協働は欠か

せません。 

 区は、多くの主体が関わったネットワークの形成を支援して、NPO・ボランティアぷらざなど

の機能を活用しながら、多様な主体と連携・協働を促進していきます。 

 

（３）国や東京都などとの連携 

 多文化共生を効果的に推進していくために、国や東京都のほか、公益財団法人東京都つながり

創生財団、一般財団法人自治体国際化協会（CLAIR / クレア）などと連携していきます。 

 また、東京圏では、多文化共生にかかる同様の課題を抱えている自治体も多いため、広域的な

エリアで連携を図っていく必要があります。外国人の割合が高い周辺自治体などとの情報交換を

はじめ、他区市などと連携した多文化共生施策について研究していきます。 
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第 4 章 重点施策 

 

【変更のポイント】 

日本語教育をはじめとするコミュニケーション支援のさらなる強化、防災や教育など地域生

活に必要な情報の効果的な発信に加えて、区と支援団体やコミュニティとの一層の連携・協働

による多文化共生のまちづくりなどの視点を盛り込んでいます。 

 

 

１．基本目標１ 円滑で豊かなコミュニケーションのための機会づくり 

（１）多言語・やさしい日本語での対応 

 外国籍等区民が必要な情報を取得し、他の人と円滑なコミュニケーションを図り、豊かな人間

関係を育むことができるよう、「やさしい日本語」を含む多言語での対応を推進していきます。 

 

① 多言語によるコミュニケーション支援 

 外国籍等区民が各種相談や手続きのために区の窓口を訪れた際に、多言語による対応を充実さ

せるため、通訳の配置のほか、スマートフォンの多言語音声翻訳アプリや通訳クラウドサービス

をはじめＩＣＴを積極的に活用していきます。 

【推 進】 

  国際交流協力ボランティアによる通訳の充実 

  ＮＰＯなどとの連携による多言語情報の提供 

  多言語音声翻訳アプリの活用 

  通訳クラウドサービス（電話・映像通訳）の活用 

 

② やさしい日本語の活用の促進 

 外国籍等区民とのコミュニケーションを図るためのツールとして、やさしい日本語の活用を促

していきます。区職員はもちろん、今後は区民に対しても「やさしい日本語」の認知度を高め、

地域社会での活用を促していきます。 

【推 進】 

  やさしい日本語による情報提供の充実 

  やさしい日本語の職員研修の実施 

  やさしい日本語の区民への普及事業（講座など）の実施 
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③ 行政・生活情報の多言語化 

 外国籍等区民が、母国語で必要な情報を取得できるよう、区公式ホームページの自動翻訳機能

を充実させ、行政・生活情報を多言語で発信していきます。また、北区国際交流紙「Global 

Thinking」の内容を充実させ、地域生活で必要となるルールやマナーの多言語による周知を強化

していきます。 

【推 進】 

  公式ホームページの多言語化の推進 

  北区国際交流紙「Global Thinking」の内容充実 

 

（２）日本語学習の充実 

 増加を続ける外国籍等区民が、日常生活及び社会生活を地域住民とともに円滑に営むことがで

きるよう、日本語教育の推進に関する法律（令和元年法律第 48 号）に基づき、国や東京都との

適切な役割分担を踏まえて、地域の状況に応じた日本語教育を推進していきます。また、子ども

たちの健全な発育、進学、就職などの促進に向けて、日本語学習の支援の充実を図ります。 

 

① 地域日本語教育の充実 

 生活に必要となる基礎的な日本語の学習機会を提供するため、北区日本語教室の運営を推進し

ていきます。また、区内で日本語の学習支援を行う団体との連携の強化を図るとともに、日本語

学習支援のボランティア人材の育成・養成を図り、地域における日本語学習の場の提供体制の強

化を図ります。 

【推 進】 

  北区日本語教室の運営 

  日本語学習に関する情報発信 

  日本語学習支援団体との連携の強化 

  日本語学習支援のボランティアの養成 

 

② 外国人児童・生徒への学習支援の充実 

 外国籍等区民の増加に伴い、日本語指導が必要な児童・生徒が増加していることから、子ども

たちの学習環境の充実や就学促進を図っていきます。 

【推 進】 

  増加する外国人児童・生徒に対する日本語指導の充実 

  外国籍等区民の子どもの学習支援団体との連携の強化 
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２．基本目標２ ともに安心して暮らせる環境づくり 

（１）効果的な情報発信 

行政サービスや地域生活で必要となるルールやマナーについての情報提供が課題となっている

ことを踏まえ、必要な情報をよりわかりやすく、多様なメディアで発信し、ともに安心して生活

することができる環境整備に努めていきます。 

 

① ＳＮＳの積極的な活用 

外国籍等区民の情報取得ツールとして、ＳＮＳや区ホームページを利用する人が増えているた

め、ＡＩ音声翻訳などのデジタル技術も活用し、より効果的な情報発信を行っていきます。 

【推 進】 

● ホームページやＳＮＳなどによる多言語での情報発信 

● 外国籍等区民に向けたＳＮＳによる情報発信 

 

② 地域の実情に応じた情報提供の実施 

防災や医療、福祉、子育て、教育など地域生活に必要な情報について、外国籍等区民が集まる

イベントや日本語教室での周知など、効果的な情報伝達ルートを確保していきます。また、北区

で話者の多いミャンマー語、ネパール語、ベンガル語などの言語対応を充実していきます。 

【推 進】 

  日本語教室などでの情報提供の実施 

  地域の実情に応じた言語での対応 

 

（２）相談支援の充実 

 区の窓口で、安心して各種サービスの利用・相談ができるように、全庁における通訳の派遣や

多言語音声翻訳機、通訳クラウドサービスなどの活用を図ります。また、激甚化する気象災害を

はじめとする防災に備えるとともに、外国籍等区民の生活相談窓口の整備に向けた検討を行いま

す。 

① 生活情報等の充実 

【推 進】 

  医療・福祉・子育て・教育などの各種サービスに関する多言語による情報提供・相談対応 

  多言語による防災情報の提供 

  東京都が作成する生活情報冊子「Life in Tokyo︓Your Guide」の配布 

  国際交流協力ボランティア及び支援団体などの活用 
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② 相談体制の整備 

 外国籍等区民が行政・生活情報を入手し、地域生活で生じるさまざまな問題について相談でき

るよう、多言語で相談に応じる体制の整備に向けた検討を行います。 

【推 進】 

  外国籍等区民の総合相談窓口の設置に向けた検討 

  東京都やＮＰＯなどが設置する外国人向け相談機関の周知 

  東京都や弁護士法人などが実施する外国人向け専門家相談会の情報提供 
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３．基本目標３ 互いの個性を尊重し、活かす関係づくり 

（１）異文化理解の推進 

 国籍や言語、文化などの違いにかかわらず、日本人区民と外国籍等区民が互いの個性を尊重す

る関係づくりを推進します。その実現のために、互いの文化的背景、そしてそれに伴う生活習慣

などの違いについて知るための異文化理解の機会を推進します。 

 

① 異文化理解・多文化教育の促進 

 異文化への理解を深めるため、日本人区民向けに「やさしい日本語」のほか、多文化共生に関

する講座の講座やイベントなどを実施します。また、区立小・中学校において、外国の文化、多

様な考え方に対する理解を深める教育を行います。 

【推 進】 

● 異文化体験イベントの開催 

● 多文化共生関連イベントの実施 

● 区民への「やさしい日本語」普及事業（講座など）の実施 

● 多文化教育の推進 

 

（２）交流機会の創出 

 多くの区民が地域を知り、地域住民と関わりを持つことができる機会を提供します。各国の文

化の魅力を伝える国際交流イベントのほか、日本人区民と外国籍等区民、または外国籍等区民同

士の交流の場を設定し、友好的な関係づくりを後押しします。 

 

① 多文化共生をテーマにした交流イベントの開催 

ふるさと北区区民まつりにおける「国際ふれあい広場」をはじめ、互いの国の文化を紹介する

交流イベントを開催し、地域住民が交流する機会や場を創出していきます。 

【推 進】 

● 区民まつり「国際ふれあい広場」の実施及び参加促進 

● 留学生に対する地域住民との交流の場の提供 

● 国際交流イベントの実施 

 

② 多文化共生関連イベントへの支援 

ＮＰＯ団体や民間団体の主催する多文化共生に関するイベントについて、後援名義使用や地域

住民への PR・周知などの支援を通じて、交流が生まれる機会の創出に努めていきます。 
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【推 進】 

● 東京都や関係機関が実施するイベントへの支援 
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４．基本目標４ 地域の一員として活躍できる場づくり 

（１）区・支援団体・コミュニティの連携・協働の促進 

外国籍等区民が仕事、子育て、教育、ボランティアなどを通じて、地域社会とつながりを持ち、

地域の一員として活躍できるよう、外国籍区民への支援に取り組むＮＰＯなど多様な主体との連

携・協働を促進していきます。 

 

① 多様な主体との連携・協働の促進 

ＮＰＯやボランティア団体、外国人コミュニティ、大学・日本語学校・外国人学校、自治会・

町会など、地域の外国籍等区民の支援に取り組む団体の把握に努めるとともに、幅広く連携・協

働を図っていきます。 

【推 進】 

● 多様な主体との連携・協働の促進 

● 多文化共生ネットワークの形成に向けた検討 

● 外国人コミュニティの発掘 

 

② 国際交流協力ボランティアの活用 

言葉の壁は、外国籍等区民が地域参画する際の障壁となり得ます。その障壁を取り除くため、

通訳・翻訳活動や、国際交流イベントで活躍する国際交流協力ボランティアを募集・育成し、さ

まざまな場面で語学力を活かして活躍できる機会を増やしていきます。 

 

【推 進】 

● 国際交流協力ボランティアの募集・育成 

 

（２）地域活動の参画促進 

 町会の情報や地域が主催するイベントなどについて、 多言語ややさしい日本語での情報提供

を行い、外国籍等区民が地域の担い手としてさまざまな場面で活躍できるようにします。また、

支援団体やコミュニティなどと連携を深め、地域活動の参画を促していきます。 

 

① 地域社会の担い手としての参画の促進 

外国籍等区民が町会・自治会やＰＴＡ、地域行事に参加し、さらには地域の担い手として参画

することができるよう、地域が主催するイベントなどについて、多言語ややさしい日本語での情

報提供を行い、参加を促進します。 
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【推 進】 

● 町会・自治会への加入促進 

● 地域のイベント情報の多言語及びやさしい日本語による提供 

● 外国籍等区民が参加しやすいイベント内容の工夫 

 

② 多様な主体との連携・協働の促進（再掲） 
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前回の検討会からの変更点 
 

○ ご意見と修正内容 

№ ページ 検討会における主な意見 主な修正内容 

１ p.1 

6 行目 

指針を改訂する背景については、

人口の増加や社会の背景の変化が

あると思うので、そこを踏まえた

ほうが良い。 

「指針の策定後、外国籍人口の増加・多国

籍化が進む中で、地域の中では言葉や習慣、

宗教などの違いから今もなおさまざまな課

題が生じています。」に修正した。 

宗教の違いもある。「宗教」も追記

したらどうか。 

２ p.1 

ポイント 

社会情勢の主な変化について、外

国籍人口の増加だけでなく、国籍

の多様化という点もある。 

「外国籍人口の増加・国籍の多様化」に修

正した。 

「多様性の重要性の認知拡大」と

いう言葉がおかしい。 

「多様性のある社会実現の動き」に修正し

た。 

「新型コロナウイルスの感染拡大

に伴う」という表現について、ア

フターコロナを踏まえた表現に変

えたほうが良い。 

「アフターコロナを踏まえた生活様式・コ

ミュニティ意識の変化」に修正した。 

３ p.11 

ことばに

ついて 

どれくらい日本語ができるかにつ

いて、「書く」「読む」ができない人

が多いという表現は語弊がある。 

「「書く」「読む」ができない人が比較的多

い」に修正した。 

４ p.13 

トラブル

の経験 

部屋からの声や音のトラブルが 1

割とあるが、78.3％はトラブルが

ない。トラブルがない人のほうが

多いという視点も必要では。 

日本人から地域での外国人に関するトラブ

ルが指摘されているという状況を踏まえ、

記載は変更していない。 

なお、日本人の意識も紹介できるよう、15

ページに「北区民意識・意向調査との比較」

を追記した。 

外国人意識・意向調査は、日本人

に対するアンケートではないか

ら、日本人の意識が少し反映され

ていないと思う。 

参考資料１

【修正後】
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№ ページ 検討会における主な意見 主な修正内容 

５ p.16 

新規 

― これまでの区の取組を検証するという視点

で、「北区多文化共生指針の成果検証」を追

記した。 

６ p.20 

今後の展

望と課題 

東京都の指針でも触れられている

が、区と支援団体の横のつながり

をつくることが大事なので、区も

含めて、連携・協働できる仕組み

をつくるにしたほうが良い。 

今後の展望について、「区と外国籍等区民を

支援する団体やコミュニティの連携・協働

を深め、地域活動の参画を促す」に修正し

た。また、課題 7 について、「区・支援団体・

コミュニティの連携・協働の促進」に修正

した。 

（p.22 の課題 7 も同様） 

７ p.22 基本目標のイメージの「支援から

活躍へ向かう矢印」については、

支援を受けている間は活躍ができ

ない、日本語などの支援を受け終

わったら活躍できるというふうに

読み取られてしまう可能性があ

る。 

 

すべての基本目標がつながり、相関しなが

ら、基本理念の実現を目指すイメージとな

るように修正した。 
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基本理念・基本目標 議論の経過と修正案について 

 

１ 基本理念について 

 

 

 

 

 

（１）議論の経過 

・ 第 3 回北区多文化共生推進検討会（2024/3/18）において、北区における外国人の

現状と課題を踏まえて、現指針の基本理念の見直しを諮る 

 

 

 

 

 

※下線部が変更か所 

 

・ 委員の主なご意見 

・「活躍し合いながら」だと、日本人と外国人が張り合っているみたいなので、 

「活躍できる」でいいのでは。 

（同様の意見が多数） 

・「日本人と外国人」を区別して書く必要があるのか。 

・「人権を尊重し」といった文言も入っているといい。 

・「さまざまな個性が尊重される」とか、「だれもが持てる能力を十分に発揮でき 

る」という言葉もいい。 

 

日本人と外国人が地域で相互理解を深め、 

ともに安心して心豊かに暮らせるまち 北区 
 

現指針 

日本人と外国人が地域で相互理解を深め、 

ともに地域の一員として、認め合い、活躍し合いながら、 

安心して心豊かに暮らせるまち 北区 

3 月事務局（案） 

参考資料２
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・ 第 4 回北区多文化共生推進検討会（2024/7/8）において、事務局案を再提示 

 

 

 

 

 

※下線部が変更か所 

 

・ 変更ポイント 

① 「日本人」と「外国人」という区別をなくし、主語を「だれもが」とする 

② 「相互理解」から「個性の尊重」へ考え方を発展させる 

③ だれもが地域の一員として活躍できるというメッセージを表現 

 

・ 委員の主なご意見 

・「活躍できる」が、外国人にプレッシャーとならないか。地域の行事に「参加で

きる」でよくて、活躍するまでは求めなくていいのでは。 

・｢活躍｣のほうが積極的でいい。外国人から見て、区の一員として何かできる、

日本人と同じように活躍できる、という表現はわくわくする。 

・日本語のレベルによって変わると思う。日本語ができる人は「活躍」でよいが、

日本語が少ししかできない方は「参加」とか。 

・個人的には「活躍」のほうがいい。活躍のほうが、地域が自分の存在を受け   

入れているということを感じる。 

・外国につながっている方にご意見いただいた。日本人側も自分たちが言われた

らどうかというところも考えながら、いくつか案を出してみてもいい。 

 

 

 

一人ひとりの個性を尊重し合い、 

だれもが地域の一員として活躍できる 

「安心して心豊かに暮らせるまち 北区」 

7 月事務局（案） 
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（２）「活躍」に関する他区での表現（参考） 

港区 
多様な文化と人が共生する活力と魅力あふれる成熟した「国際都市・港区」

〜多文化共生社会の実現に向けた外国人の地域参画と協働の推進〜（目標） 

台東区 
言語や文化、生活習慣などの違いを相互に理解・尊重し合い、誰もが地域社

会の一員として活躍できる「多文化共生」の地域社会の実現（基本理念） 

大田区 外国人も主体的に参画できる「国際都市おおた」を推進します（基本目標 3） 

世田谷区 
誰もが共に参画・活躍でき、人権が尊重され、安心・安全に暮らせる 多文

化共生のまち せたがや（基本理念） 

中野区 
国籍や文化、言語などにとらわれず誰もが安心して暮らすことができ、互い

に認め合いながら地域の一員として活躍できるまちの実現（目指す将来像） 

 

（３）中間のまとめの事務局案 

 

 

 

 

 

※下線部が変更か所 

・ 変更ポイント 

① 「活躍できる」は変更しない。 

→「参加」は単に集まりに加わるイメージであり、「活躍」のほうが主体的に、

より積極的に活動するというイメージ。 

② 多文化共生の推進に係る指針の基本理念であることがより明確になるよう、 

「多文化共生のまち」と改めた。 

③ 北区が目指す「多文化共生」がどういうものか、別途、指針（冊子）の本文で

説明を行う。※中間のまとめでは、p.21 に記載。 

一人ひとりの個性を尊重し合い、 

だれもが地域の一員として活躍できる 

多文化共生のまち 北区 

10 月事務局（案） 



4 
 

２ 基本目標について 

 

  

 

 

 

（１）議論の経過 

・ 第 4 回北区多文化共生推進検討会（2024/7/8）において、現指針の基本目標の   

見直しを諮る 

 

 

 

 

 

 

※下線部が変更か所 

・ 変更ポイント 

現指針では、コミュニケーションの支援と地域生活の支援を「環境づくり」として

１つにまとめていた。新しい指針では、現状の取組やニーズを踏まえ、より明確に

示していくため、現行の 3 つから 4 つの目標へと変更。 

 

・ 委員の主なご意見 

・4 の「人づくり」がしっくりこない。日本語ができなくても、活躍されている

方もいるので、人材育成のような表現ではなく、機会の提供という表現の方が

分かりやすい。 

・「人づくり」にしてしまうと、区の推進体制が入らない。区民の人たちが活躍で

きる体制をどうつくっていくのかというところが必要。 

３つの柱 １ 日本人と外国人がともに安心して暮らせる環境づくり 

     ２ 多様性を尊重し、活かす地域づくり 

     ３ 多文化共生を推進する人づくり 

現指針 

４つの柱 １ 円滑なコミュニケーションで豊かな関係づくり 

     ２ ともに安心して暮らせる環境づくり 

     ３ 互いの個性を尊重し、活かす地域づくり 

     ４ 地域の一員として活躍できる人づくり 

7 月事務局（案） 
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（２）中間のまとめの事務局案 

 

 

 

 

 

 

 

※下線部が変更か所 

 

・ 変更ポイント 

① 基本目標 1 について、「関係づくり」を始めるために不可欠なコミュニケーショ

ンを支援することで、その機会を創出していくという「機会づくり」に修正 

② 基本目標 3 について、「地域づくり」は抽象的である。互いの異文化理解や交流

により、人とのつながりや信頼関係をつくるという「関係づくり」に修正 

③ 基本目標 4 について、「人づくり」が人材育成のような表現であるため、地域へ

参画し、さまざまな場面で活躍できるという意味の「場づくり」に修正 

４つの柱 １ 円滑で豊かなコミュニケーションのための機会づくり 

     ２ ともに安心して暮らせる環境づくり 

     ３ 互いの個性を尊重し、活かす関係づくり 

     ４ 地域の一員として活躍できる場づくり 

10 月事務局（案） 


